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１．はじめに 

近年，日本各地で高度経済成長期を中心に整備さ

れたインフラの更新が迫っている．水道事業につい

ても同様で，令和元年度において，法定耐用年数 40

年を超えた水道管路の割合は，日本全国の総管路延

長約 73 万 km に 対し，約14万kmと全体の19.1％

を占めている[1]．また，日本の総人口は 2060 年に

は 8,674 万人となり，2010 年に比べて給水人口は約

3 分の 1 減少すると予想されており[2]，水道事業の

運営はさらに厳しさを増す．これらを踏まえて，イ

ンフラ整備が飛躍的に進んだ高度経済成長期と異な

り，今後は持続可能なハード整備が求められている

[3]． 

その中で水道事業は，公共サービスの観点から，

住民の誰もが利用できる整備が進められ，令和 2 年

度時点で日本全国の水道普及率は 98.1%[4]となって

いる．しかしながら，老朽化に伴う設備更新，それ

に伴う費用等を考慮すると，人口減少や財政悪化の

状況ではこの水準を保つことは現実的ではない．こ

れらのことを踏まえ，本研究では，水道事業の管路

縮減[5]，すなわち上水オフグリッドを検討する． 

ここでいう上水オフグリッドとは，これまで自治

体の水道事業を利用してきた利用者が，水道事業の

利用から，井戸から引いた地下水利用など自前での

調達に切り替えることである．これにより，自治体

が管理する管路延長が短くなり，ハード面での負担

が軽減されることが期待される． 

本研究では，つくばエクスプレス沿線開発により，

1980 年からの 40 年間で人口が約 1.5 倍となった茨

城県つくばみらい市，また同期間で人口が半減し，

厳しい地理的条件にある北海道天塩町，それぞれ対

照的な２自治体から入手した水道管路データを活用

し，水道管路網についての現状を整理する．そして，

管路データに人口を考慮した分析，2 自治体での比

較を行い，現状の管路配置を踏まえた「上水オフグ

リッド」の可能性を考える． 
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２．水道設備管理状況の把握 

2.1．１人当たり管路延長  

水道管路に対する住民のコストを可視化するため

に，各自治体の管路延長を人口で除したものを，１

人当たり管路延長とする．図１は茨城県 44 市町村

について，現在の１人あたり管路延長（令和元年度

の管路延長[6] [7]を 2015 年の国勢調査人口で除した）

と 2045 年の１人あたり推計管路延長（令和元年度

の管路延長を 2045 年の将来推計人口で除した）で

ある．この結果から 2 点分かる．第一に，自治体に

よって１人あたり管路延長に大きな差がある．2015

年の最短は県南水道企業団（龍ケ崎市，取手市，牛

久市，利根町）の 5.3m，最長は行方市の 20.6m で，

約 3.9 倍もの差がある．第二に，2015 年から 2045 年

にかけて１人あたり管路延長が大きく変化し，つく

ば市，つくばみらい市の 2 市を除いて，１人あたり

管路延長が伸び，倍以上になる自治体もある．2045

年時点での最短はつくば市の 6.0m，最長は大子町の

41.9m と約 7.0 倍もの差が生まれる．また，大子町の

2045 年時点の延長は 2015 年の値と比べ，2.3 倍で，

茨城県内で最大の伸び幅である．これらの結果から，

１人あたり管路延長の地域間格差はより大きくなり，

管路縮減の検討は，持続可能な水道事業を作ってい

くうえで重要なことであることが考えられる． 

 

2.2．ヒアリング調査 

 上水道管路の維持管理，更新についての実情，ま

た上水オフグリッドについての考えを把握するため，

茨城県つくばみらい市（2022 年 2 月 14 日実施・図

2），北海道天塩町（2022 年 2 月 15 日，8 月 26 日実

施・図 3）でヒアリング調査を行った．設備更新，上

水オフグリッドについてのヒアリング内容を簡潔に

記す． 

 

2.2.1. 管路や設備の維持・更新 

つくばみらい市でのヒアリングでは，設備新設の

予定はなく，今後は更新のみを行う方針であること，

そして，管路更新は法定耐用年数も加味するが，漏

水実績，漏水調査の結果から更新を行い，「壊れたと

ころを中心に更新する」ことが多いことがわかった．

地質など周辺環境の影響が年数よりも大きく，年数

のみでは判断できないことが大きな理由である．そ

 

図 1 茨城県 44 市町村１人当たり管路延長 
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の中でも避難所に該当する施設の管路は優先的に更

新しているとのことである． 

天塩町でのヒアリングでは，2010 年の水害による 

水源の変更（地表水から地下水へ）をもとに，2 つ

の浄水場が新設されたこと，それ以外は管路更新を

中心に行っていることがわかった．また，どの配水

区も経年化が進んでいるが，人口が集中している更

岸浄水場の給水区域のみ，管路更新に際する 10 か

年計画を策定し，更新を進めているとのことである． 

 

2.2.2. 上水オフグリッド 

つくばみらい市の担当者によると，井戸水の水質

低下，維持管理費の増加から，高齢者の水道加入希

望が増えている現状もあり，上水オフグリッドは現

実的でないのではないか，また誰が管理するかも疑

問であるとの意見をいただいた． 

また，天塩町では，平成 18年度あたりに，上水オ

フグリッドを検討したことがあるとのことであった．

しかし，人が少ない地域に居住している住民の多く

が酪農を営んでおり，多量の水を必要とすることか

ら実現性が低く，断念したそうだ． 

 

2.2.3. ヒアリングまとめ 

上水道管路・設備更新については 2市町ともに，

法定耐用年数や更新計画以上に，漏水の結果や地理

的条件などこれまで現場で蓄積されてきた知識など

を優先して実施されていることがわかった． 

また，上水オフグリッドについて，天塩町では具

体的に検討したことがあったそうだが，実装には至

っていない． 

したがって，どちらの自治体も将来的に水道事業

運営が厳しくなることは把握しているものの，短期

的な視点での設備更新，投資が中心となっており，

長期的な視点での動きは先送りになっている． 

 

2.3．考察 

 2.1.節では１人当たりの管路延長を求めることで，

人口減少が進む今後において，現状の水道管路，設

備を維持していくことの厳しさを可視化した．特に

2045 年の推計管路延長については，自治体間の１人

当たり管路延長の差が最大約7.0倍になることから，

地域間格差がより大きくなることが分かる． 

2.2.章ではヒアリングから現場の実態を把握した．

ヒアリングを実施した 2 自治体について，設備更新

については漏水実績や職員らによって蓄積された情

報をもとに行われることが多いこと，上水オフグリ

ッドを行っている事例はないことがわかった． 

これらの結果から，数十年後に水道事業の運営は

厳しくなることが明らかだが，管路・設備更新につ

いて，現状設備の維持が優先されており，長期的視

点で有効な施策は行われていないことが把握できた． 

 

３．水道管路網データ分析 

3.1．対象地域 

本研究では，茨城県つくばみらい市，北海道天塩

町の水道管路データを用いて分析を行う．上記の 2

自治体を選んだ理由は２点ある．第一に，大きく異

なる運営状況の 2 自治体を比較できることである．

図 4 にあるように前者は関東地方，後者は北海道地

方，特に寒さが厳しい西天北地域に位置し，地理的

 

図 2 つくばみらい市役所でのヒアリング 

（2022 年 2 月 14 日実施） 

 

図 3 天塩町役場でのヒアリング 

（2022 年 8 月 26 日実施） 
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条件が大きく異なる．また，人口について，前者は

沿線開発の影響で近年増加傾向（図 5），対して後者

は減少が著しい自治体である（図 6）．第二に，水道

管路データは個人情報保護，テロ対策の観点等から，

容易に得ることができないデータである．その中で

第 1 著者が何度も訪れたことのある 2 自治体から研

究目的，データ提供に同意を得られたからである． 

   

表 1 は 2 自治体の人口，面積，人口密度，昼夜間

人口比率（いずれも 2020 年国勢調査），人口増減率

（1980 年，2020 年国勢調査の比較，市町村合併を考 

 

表 1 2 自治体の概要 

 

 つくばみらい市 天塩町 

人口 49,872 2,950 

面積（㎢） 79.2 353.6 

人口密度（人/㎢） 630.0 8.3 

昼夜間人口比率(%) 88.6 103.5 

人口増減率(%) 51.5 -53.0 

財政力指数 0.81 0.16 

 

図 4 2 自治体の位置と 

東京駅，札幌駅からの 50km ごとバッファー 

 

図 5 つくばみらい市空撮 

（2020 年 8 月 13 日撮影） 

 

図 6 天塩町空撮 

（2020 年 11 月 14 日撮影） 

 

図 7 つくばみらい市浄配水場と配水区域 

 

図 8 天塩町浄水場と配水区域 
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慮），財政力指数（2020 年度）についてである．水道

設備については，つくばみらい市は浄水場を 2 か所，

配水場を1か所稼働させており，給水量全体の64.2%

を茨城県企業局が運営する県南西広域水道用水供給

事業からの受水，残りの 35.8％を市管轄の深井戸か

ら引いた地下水でまかなっている[8]．図 7 はつくば

みらい市の浄水場，配水場の位置とそれらの施設が

カバーしているエリアを表したものである． 

天塩町は浄水場を 3 か所稼働させており，給水量

全体を町管轄の深井戸から引いた地下水でまかなっ

ている[9]．図 8 は図 7 と同様に，天塩町の水道設備

とその区域を表したものである． 

そして，図 9 の谷和原浄水場（配水能力：7,910 ㎥ 

/日），図 10 の更岸浄水場（配水能力：1,354 ㎥ /日）

は各自治体で最も配水能力が大きい浄水場である． 

 

3.2．データ概要 

２自治体から得た水道管路データは，複数の情報

が付記されたシェープファイルである．このデータ

を ESRI 社の ArcGIS Pro を用いて分析した．また，

管路 1 本ごとに以下の情報が付記されている． 

・管区分：配水管，送水管，導水管など管の役割．

つくばみらい市は 8 種類，天塩町は 5 種類． 

・布設年度：1969 年度から 2021 年度まで（つくば

みらい市は 1971 年度から）．布設年度不明のデータ

も多数存在． 

・管種：水道管の材質．VWP，DCIP，HPPE など 27

種類． 

・口径：20mm~600mm の全 20 区分．口径不明のデ

ータも存在． 

・配水系統：どの配水区（地域）に属している管路

であるかを示す．2 自治体ともに 8 系統． 

・管路延長：単位メートル．ArcGIS Pro で算出． 

 

3.3．管路網データ分析 

ここでは，管路網データに付記された情報をもと

に 2 自治体の水道管路についての分析を行う．はじ

めに総管路延長について，つくばみらい市は約

491km，天塩町は約 195km もの水道管路が布設され

ている．  

 

3.3.1. 管区分 

前述の総延長に対して，配水管，送水管，導水管，

その他の管の管路延長がどの程度の割合を占めてい

るかを表 2 に記す．仮配水管は配水管に含めた． 

２自治体ともに配水管が全体の 9 割弱を占めてい

る．この結果から，自治体が管理する水道管路のほ

とんどが配水管であり，給水所から配水区域に水を

配るために布設されている，という役割[10]も含め，

配水管はオフグリッドの対象となる管である． 

 

 

 

図 9 つくばみらい市谷和原浄水場 

（2022 年 8 月 29 日撮影） 

 

図 10 天塩町更岸浄水場 

（2022 年 8 月 27 日撮影） 

 

表 2 管区分の延長とその割合 

  

 

管路延長(km) 百分率 管路延長(km) 百分率

配水管 437.3 89.0% 174.9 89.4%

送水管 12.1 2.5% 14.1 7.2%

導水管 19.3 3.9% 6.6 3.4%

その他 22.7 4.6% 0 0.0%

計 491.4 100.0% 195.6 100.0%

つくばみらい市 天塩町
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また，つくばみらい市のデータには，天塩町のデ

ータにはない，埋捨管（18.1km），排泥管（3.4km），

場内管（0.6km），給水管（0.1km），不明管（0.5km）

の 5 種類の管路データが存在しており，それらを「そ

の他」として分類している． 

 

 3.3.2. 布設年度 

2 自治体の管路の布設年度について，縦軸に管路

延長をとり，10 年ごとにまとめたものが図 11 であ

る．ただし，更新済みの管路については，1 回目の

布設年度でなく更新時の布設年度が適用されている

こと，また布設年度が不明の管路がある一定数存在

していることに留意したい．さらに水道管路の法定

耐用年数 40 年を越えた管（経年管）について，2022

年時点では 1982 年以前に布設の管路が経年管に該

当する．全延長に対するその割合（延長）はつくば

みらい市で 13.5%(61.8km)，天塩町で 36.5%(71.4km)

となり，2 自治体を比較すると天塩町の方が経年管

の割合が高くなっていることが確認できる． 

また，布設年度が不明の管路は，ヒアリング調査

から，元々紙で扱っていた管路情報をデータ化する

際に，布設年度が確認できなかった場合が多数であ

るということから，長く使用されている管，すなわ

ち経年管である可能性が高い．布設年度不明管路の

全延長に対する割合はつくばみらい市で

13.2%(60.7km)，天塩町で 25.2%(49.3km)である．し 

たがって，経年管と布設年度不明管の割合の合計は

つくばみらい市で 26.7% (122.5km)，天塩町で

61.7%(120.7km)である．この結果から，天塩町の約 6

割の管路は法定耐用年数を超えて使用されている，

あるいはその可能性が高く，老朽化による破損の可 

能性が高い管路が多いことが考えられる． 

 

3.3.3. 浄配水場からの管路延長と人口 

ここでは 2 自治体の管路網データと，500ｍメッ

シュ人口データ（2015 年国勢調査）を用いて，それ

ぞれの浄配水場から管路をたどって，どれくらいの

距離に何人が居住しているかを算出する．具体的に

は，浄配水場から布設された配水管をネットワーク

とし，それぞれの管路が浄配水場を始点とした場合

に何 m の場所にあるかを計算する．さらにそれらの

管路から 100ｍバッファーの範囲（以下，水道管路

到達圏）を算出し，その範囲に重なった人口メッシ

ュデータを重なった面積に応じて按分し，人口を算

出した． 

図 12 はつくばみらい市の水道管路について，浄

配水場からの距離を 1,000m ごとに区切り，その範

囲を可視化したものである．浄配水場から離れるほ

ど，色が濃く表現されている．また，谷和原浄水場

のエリアは青基調，みらい平配水場のエリアは赤基

調，久保浄水場のエリアは緑基調である．到達圏の

広がりは管路網に依存するため，同心円状のような

規則性があるわけではない． 

そして，これらの到達圏に居住している人口をま

とめたものが図 14 である．圏域が狭いみらい平配

水場のエリアを除くと，浄配水場から近い管路の周

辺には人口が少ないが，徐々に人口は増え，3,000-

5,000m のあたりでピークを迎える．圏域が狭いみ

らい平配水場のエリアを除くと，図 9 で示した谷和

原浄水場のエリアも 4,001-5,000mの階級で最も人口

が多くなっている． 

同様に，天塩町についてまとめたものが図 13，図

15 である． 

図 13 について，つくばみらい市と比べると，可住

地面積が小さいことから町内の一部しか水道管路到

達圏でカバーされていないことがわかる．また，つ

くばみらい市では，浄水場から最も遠いエリアにお

ける管路延長は約 9,000m であったが，天塩町の場

合は約 35,500mと約 3.9倍となり，大きな差がある．  

次に図 15 について，天塩町でも同様に浄水場か 

 

図 11  2 自治体の管路布設年度 
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ら離れた場所に人口が多く位置していることがわか

る．特に更岸浄水場(図 10)のエリアの人口が多く，

8,000-10,000m の階級に人口が集中していることが

分かる．その中で，つくばみらい市と大きく異なる

点は，10,000m 以上の延長に人口が存在しているこ

とである．特に，図 16 に記す泉源浄水場からの管路

延長が長く，人口が少ない．そして，25,001~30,000m

の階級において一番人口が多くなっている．したが

って， 人口に対する効率性のみ考えた場合，天塩町，

特に泉源浄水場のエリアの管路は非常に利用効率が 

 

低い．ただし，このエリアには天塩町の主要産業で

あり多量の水を要する酪農牧場も点在している． 

このように，天塩町の場合，人口が少ない地域で

かつ浄水場からの距離が遠いにもかかわらず，管路

が布設されていることが分かる． 

 

3.4．考察 

 人口規模，地理的条件等が大きく異なる 2 自治体

の比較であるが，管路延長とそれを利用する住民の

数に大きな違いがあることが分かった． 

まず，浄配水場からの管路延長について，天塩町の

管路延長は，つくばみらい市と比較し長い．つくば

みらい市は全住民が浄水場から 9,000m 以内の位置

に住んでいるが，天塩町に関しては，1,000m ごとの

人口でみると，人口が一番多い階級は 9,000~10,000m，

そして最も浄配水場から遠い住民は 35,485m の位置

に居住しており，その差は大きい． 

次に，管路を利用している住民の数について，天 

 

図 12 つくばみらい市水道管路到達圏 

 

図 13 天塩町水道管路到達圏 

 

図 14 つくばみらい市水道管路到達圏人口 

 

図 15 天塩町水道管路到達圏人口 
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塩町はつくばみらい市と比較して，著しく少ない．

天塩町１人当たり管路延長は，2015 年の値が 54.3m，

2045 年の値が 125.9m であり，茨城県の市町村との

差が大きいことは明らかであるが，図 16 の泉源浄

水場の結果を見ても，現状数百人の利用のために約

35,000m もの水道管路が敷かれていることは，経営

面からみて非効率であると考えられる． 

公共サービスの観点から，自治体の支出のみを考

慮することは適切ではない．しかしながら，限りあ

る財源を有効活用し，持続可能な事業運営を行うた

めには，従前の枠組みを見直す必要があることが本

章の結果からも考えられる． 

 

４．おわりに 

人口減少と施設の老朽化で運営が厳しくなる水道

事業について，本研究では，自治体職員へのヒアリ

ング調査，自治体から得た管路網データの分析等を

通して，以下の知見を得た． 

 第一に，人口減少に伴い，住民一人当たりの管路

延長は増大する．また，その現状は多くの自治体で

共通するものであるが，ヒアリングを行った自治体

では長期的な視点での動きは先送りになっている現

状がある．第二に，管路網データと人口データを紐

づけることで，水道管路を住民の居住地に合わせて

布設することが，厳しい運営下においては，必ずし

も効率的ではないことを明らかにした． 

これまでの行政サービスは，公平性を最優先して

きたが，人口減少が進む現在ではその体制に限界が

ある．今後は，サービスの長期的な持続のため，自

治体は従前の体制を見直し，住民協働で公共サービ

スに関与できる仕組みづくりが必要である．上水道

事業についても，普及率の多寡でなく，施設のダウ

ンサイジングやオフグリッド，またダイナミックプ

ライシングの導入など，既存体制の見直しに取り組

むことが求められる． 

今後の課題としては，上水オフグリッドの効果を

可視化することが挙げられる．利用者数や地理的条

件等でその効果は増減するため，具体的な条件を加

味し，詳細な分析・検討を進める必要がある． 
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図 16 泉源浄水場からの人口（5000m ごと） 


